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税金は暮らしに生かそう

生活応援の政治に変えよう働くルールを確立しよう

私たちの要求と主な政党の態度（大阪労連調べ、2016年6月1日現在）

消費税は法人税減税の穴埋めに

政治を変えて
大
企
業
の
優
遇
税
制
を
改
め

経
済
を
立
て
直
そ
う

ブ
ラ
ッ
ク
企
業
根
絶

人
間
ら
し
い
働
き
方
を
取
り
戻
そ
う

正
社
員
が
当
た
り
前
の
社
会
に

保
育
や
介
護
、教
育
の
充
実
を

オ
ス
プ
レ
イ
は
い
ら
な
い

　

普
通
に
働
け
ば
生
活
が

で
き
、
子
ど
も
を
産
み
育

て
、
老
後
の
生
活
を
送
れ

る
社
会
に
し
な
け
れ
ば
な

　

賃
上
げ
が
物
価
な
ど
の

上
昇
に
追
い
つ
か
ず
、
労

働
者
の
実
質
賃
金
は
５
年

連
続
マ
イ
ナ
ス
で
す
。
貯

蓄
ゼ
ロ
は
全
世
帯
の
１
／

３
以
上
、
１
８
９
２
万
世

　

大
阪
の
最
低
賃
金
時
給

８
５
８
円
で
、
１
日
８
時

間
、
週
40
時
間
働
い
て
も

年
収
２
０
０
万
円
に
も
な

り
ま
せ
ん
。
先
進
国
で

は
、
時
給
１
０
０
０
円
以

上
で
働
い
て
い
る
の
に
、

日
本
だ
け
が
取
り
残
さ
れ

て
い
ま
す
。
ア
メ
リ
カ
や

フ
ラ
ン
ス
な
ど
で
は
、
中

小
企
業
へ
の
支
援
と
と
も

に
最
低
賃
金
の
大
幅
引
き

上
げ
を
実
施
し
て
い
ま

す
。

　

日
本
の
最
低
賃
金
は
そ

も
そ
も
金
額
が
低
く
、
地

　

労
働
者
を
使
い
つ
ぶ
す

ブ
ラ
ッ
ク
企
業
・
ブ
ラ
ッ

ク
バ
イ
ト
が
横
行
し
、
社

　

消
費
税
率
が
８
％
で
家

計
消
費
支
出
が
落
ち
込

み
、
深
刻
な
増
税
不
況
で

す
。
税
金
は
応
能
負
担
が

原
則
で
す
。
消
費
税
率
10

％
の
増
税
は
延
期
で
は
な

く
、
き
っ
ぱ
り
中
止
を
め

ざ
し
ま
し
ょ
う
。

　

国
民
の
暮
ら
し
を
支
え

る
社
会
保
障
や
教
育
の
予

算
が
抑
制
・
削
減
さ
れ
続

け
る
一
方
、
軍
事
費
が
４

年
連
続
で
増
加
し
、
初
め

て
５
兆
円
を
突
破
し
て
い

ま
す
。
そ
の
結
果
、
保
育

　

政
府
は
財
源
が
な
い
と

い
っ
て
社
会
保
障
・
教
育

の
予
算
を
削
減
し
て
い
ま

す
が
、
財
源
が
な
い
の
で

は
な
く
「
税
金
の
使
い

道
」
が
間
違
っ
て
い
る
の

　

90
人
定
員
の
保
育
園
を

１
０
０
カ
所
増
設
す
る
た

め
に
必
要
な
金
額
は
約
１

２
０
億
円
で
、
オ
ス
プ
レ

イ
１
機
分
と
ほ
ぼ
同
額
で

す
。
こ
う
し
て
比
較
す
る

と
兵
器
の
購
入
費
が
い
か

に
高
額
か
分
り
ま
す
。
ま

た
、
学
費
が
上
が
り
続

　

パ
ー
ト
や
派
遣
な
ど
で

働
く
非
正
規
雇
用
者
の
割

合
は
年
々
増
え
続
け
、
つ

い
に
４
割
を
超
え
ま
し

た
。
非
正
規
雇
用
で
フ
ル

タ
イ
ム
働
い
て
も
、
平
均

　

非
正
規
労
働
者
が
主
な

稼
ぎ
手
で
あ
る
世
帯
で

は
、
生
活
苦
で
「
食
事
の

回
数
を
減
ら
し
た
」
な

ど
、
低
収
入
で
医
療
費
や

賃
金
は
正
社
員
の
約
６
割

に
し
か
な
り
ま
せ
ん
。
雇

用
が
不
安
定
で
賃
金
が
低

い
上
に
、
健
康
保
険
や
雇

用
保
険
な
ど
の
セ
ー
フ
テ

ィ
ー
ネ
ッ
ト
制
度
の
適
用

食
費
を
切
り
詰
め
る
こ
と

で
「
健
康
格
差
」
も
懸
念

さ
れ
て
い
ま
す
。
安
倍
首

相
が
に
わ
か
に
「
同
一
労

安心できる職場と社会に！

お
金
が
な
い
か
ら

歯
医
者
に
も

行
け
な
い

庶
民
の
ふ
と
こ
ろ
を
あ
た
た
め
て
こ
そ
景
気
回
復

も
不
十
分
で
す
。
普
通
に

働
い
て
も
ま
と
も
な
暮
ら

し
が
で
き
な
い
ワ
ー
キ
ン

グ
プ
ア
は
拡
大
し
、
年
収

２
０
０
万
円
以
下
の
労
働

者
が
９
年
連
続
で
１
０
０

０
万
人
を
超
え
て
い
ま

す
。
大
阪
で
は
非
正
規
率

も
貧
困
率
も
全
国
平
均
を

域
間
格
差
が
あ

り
、
最
も
高
い

地
域
と
、
最
も

低
い
地
域
で
は

時
間
額
で
２
１

４
円
の
差
が
あ

り
ま
す
。

　

全
国
一
律
最

低
賃
金
制
度

園
に
入
れ
な
い
「
保
育
難

民
」
や
必
要
な
介
護
が
受

け
ら
れ
な
い
「
介
護
難

民
」
が
深
刻
と
な
り
、
私

た
ち
の
生
活
に
大
き
な
し

わ
寄
せ
と
な
っ
て
い
ま

す
。

で
す
。
今
こ
そ
、
子
育
て

や
教
育
、
社
会
保
障
な
ど

に
税
金
を
使
う
政
治
へ
の

転
換
を
求
め
て
い
き
ま
し

ょ
う
。

け
、
教
育
費
負
担
が
国
民

に
重
く
の
し
か
か
り
、
奨

学
金
に
頼
ら
ざ
る
得
な
い

若
者
が
増
え
続
け
る
背
景

に
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
比
較

可
能
な
32
ヵ
国
の
う
ち
、

５
年
連
続
で
最
下
位
と
い

う
低
す
ぎ
る
教
育
予
算
が

要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
で
格
差
拡
大

最
低
賃
金
１
０
０
０
円
の

早
期
実
現
を
！

ブ
ラ
ッ
ク
企
業
を
な
く
し
、

「
働
く
ル
ー
ル
の
確
立
」へ

大
企
業
の
優
遇
税
制
を
や
め
よ

ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
を
な
く
そ
う

正
規
・
非
正
規
の
均
等
待
遇
を

消
費
税
増
税
は
き
っ
ぱ
り
中
止
を

国
民
生
活
は
置
き
去
り

社
会
保
障
の
充
実
は
可
能

オ
ス
プ
レ
イ
１
機
で

保
育
園
１
０
０
カ
所

働
同
一
賃
金
」
を
言
い
は

じ
め
て
い
ま
す
が
、
派
遣

法
で
も
パ
ー
ト
法
で
も

「
同
一
労
働
同
一
賃
金
」

を
書
き
込
む
こ
と
を
拒
否

し
て
い
ま
す
。
参
議
院
選

挙
は
、
均
等
待
遇
、
正
社

員
が
当
た
り
前
の
社
会
を

つ
く
る
た
め
に
政
治
を
変

え
る
絶
好
の
チ
ャ
ン
ス
で

す
。

日米安保とは…�「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約」。米軍に対する基地の提供や米軍への後方支援、日米地位協定の根拠とされている。

食
事
の
回
数
を

３
回
か
ら
2
回
に

　

大
企
業
は
３
０
０
兆
円

以
上
の
巨
額
な
内
部
留
保

を
貯
め
込
ん
で
い
ま
す
。

安
倍
政
権
は
、
さ
ら
に
法

人
税
減
税
を
は
じ
め
、
研

究
開
発
減
税
、
賃
上
げ
促

進
減
税
な
ど
様
々
な
大
企

▲「朝日」1月14日付より作成

上
回
り
ワ
ー
ス
ト
ク
ラ
ス

で
、
地
域
間
格
差
を
な
く

す
こ
と
、
一
律
１
０
０
０

円
、
更
に
１
５
０
０
円
に

引
き
上
げ
る
こ
と
が
求
め

ら
れ
て
お
り
、
政
治
の
責

任
は
重
大
で
す
。

会
問
題
と
な
っ
て
い
ま

す
。
ブ
ラ
ッ
ク
企
業
で
働

く
労
働
者
を
増
や
さ
な
い

為
に
も
、
労
働
者
の
「
働

く
ル
ー
ル
の
確
立
」
が
必

要
で
す
。
ブ
ラ
ッ
ク
企
業

が
横
行
す
る
根
源
に
は
、

労
働
者
よ
り
企
業
利
益
を

優
先
す
る
政
治
の
問
題
が

あ
り
ま
す
。
さ
ら
に
安
倍

政
権
が
、「
残
業
代
ゼ
ロ

法
案
」「
解
雇
の
金
銭
解

決
制
度
案
」
な
ど
雇
用
改

悪
に
つ
な
が
る
制
度
も
う

ち
だ
し
て
お
り
、
こ
れ
ら

を
阻
止
す
る
た
め
に
も
労

働
時
間
と
解
雇
の
規
制
強

内閣不信任決
議案への態度

安保関連法（戦
争法）について
の賛否

日米安保条約 改憲について
労働法制について

社会保障・子育て
派遣改正の賛否 その他の労働法制の対応

おおさか
維新の会 反対 15年12月

結成 日米同盟は基本 改正に必要な3分
の2勢力に入る 結成前 労働の市場化を図る 受益と負担の公正（自己責任）。

持続可能な社会保障制度の構築

公明党 反対 賛成 日米同盟を重視 加憲の立場 賛成 残業代ゼロ法案を推進 保育、介護、障がい者施設など職
員の賃金引上げの待遇改善

自民党 反対 賛成 日米安保強化 自民党改憲草案発
表 賛成 残業代ゼロ法案を推進 保育士月額6000円、介護職員月

額約1万円、2017年度から実施

日本
共産党 賛成

「戦争法廃止
法案」を共同
で提出

日米安保は廃棄 現憲法を守る 反対
残業時間に上限を設ける
など「長時間労働規制法
案」を野党共同で提出

◦�保育士の賃金月額５万円アップ
させる「保育士処遇改善法案」
を共同で提出
◦�介護職員の賃金月額６千円～１
万円アップさせる「介護職員等
の処遇改善法案」を共同で提出

民進党 賛成 立憲主義と専守防
衛を前提で維持 改憲案なし 結成前

で
す
。

労働者の4割が非正規に
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出所）総務省「労働力調査」詳細集計

日本は長時間労働
週49時間以上働く労働者の割合

（2012年、単位：％）

出所）労働政策研究・研修機構『データブック国際労働比較2015』より作成
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り
ま
せ
ん
。
大
企
業
優
遇

政
策
を
改
め
、
労
働
者
の

生
活
を
支
え
る
政
治
を
め

ざ
し
ま
し
ょ
う
。

帯
で
す
。
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス

で
大
企
業
・
富
裕
層
は
潤

っ
て
も
、
労
働
者
の
生
活

は
悪
化
の
一
途
を
た
ど

り
、
貧
富
の
格
差
は
拡
大

し
て
い
ま
す
。

業
優
遇
税
制
を
行
い
、
総

額
は
４
兆
円
に
達
し
ま

す
。
こ
ん
な
不
公
平
税
制

を
改
め
、
中
小
企
業
支
援

で
最
低
賃
金
の
大
幅
引
き

上
げ
が
必
要
で
す
。

貯蓄ゼロ世帯が1/3以上

2007 08 09 10 11 12 13 14 15

出所）日本銀行・金融広報中央委員会「家計の金融行
　　動に関する世論調査」
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化
を
す
す
め
る
政
治
が
求

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

賃金下がり大企業の貯め込み増える
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消費税8％で落ち込む家計消費
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出所）総務省「家計調査」のデータにより計算　注）2人以上世帯（全世帯）の実質消費
支出指数（季節調整済）の増税前年の平均値を100とした場合の各月の指数

4月から増税実施

98.0

92.1

2014年増税
（税率５→８％）

97年増税
（税率３→５％）

社会保障費は毎年圧縮されている

2800億円
圧縮

4000億円
圧縮

4700億円
圧縮
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概
算
要
求
額

予
算
案

8400

5600

9900

5900

8300

3600

新早期警戒機
（Ｅ２Ｄ）
イージス艦の
建造

潜水艦の建造

戦闘機Ｆ３５

垂直離着陸機
オスプレイ

１機 260億円

1734億円

1084億円

447億円

595億円

1920億円

636億円

６機

4機

１隻

１隻

辺野古新基地建設
予算（2016年度）

在日米軍のための
「思いやり予算」

認可保育園
（定数90人）
増設100カ所

待機児解消
９０００人分

約120億円
（国費負担）

保育士の一人あ
たり給与平均月額
５万円引き上げ
（野党５党の法案）

給付奨学金の創設

中小企業予算
（2016年度予算）

約2800億円

約2500億円

1825億円

これだけ削れば これだけできる


